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高校教育の質保証に向けた高校の学校組織の研究
―「委員会」・「会議」の機能に着目して―

中　村　都史彦

第１節　研究課題と質問紙調査の概要　

　平成２３（２０１１）年９月に、中央教育審議会（以下、「中教審」と略）の初等中等教

育分科会に「高等学校教育部会」（以下、「高校部会」と略）が設置され、これまでの高校教

育改革の成果と課題について総括すると共に、高校教育の質保証に向けた新たな仕組み、つ

まり、各高校における生徒一人一人の学習状況を、学校の外部からも客観的に評価（把握）

できるようにするためのシステムの構築に向けた審議が続いている。

　そもそも高校教育の質保証問題とは、平成３（１９９１）年４月に出された中教審答申「新

しい時代に対応する教育の諸制度の改革について」において、生徒数の減少期を高等学校教

育の量的拡大から質的充実に転換する好機としてとらえる必要があると提言されたことに始

まる高校教育改革の内実が問われていると考えるべきだろう。実際のところ、急速な少子高

齢化の進行、グローバル化のさらなる進展、知識基盤社会の到来等の日本社会の置かれてい

る現実を見据えつつ、新学習指導要領の完全実施（平成２５年度）を踏まえ、子どもたちの「生

きる力」を育むために、探究型・グループワーク・対話型等の授業形態や多面的な学習評価

への転換、キャリア教育・職業教育の充実等、高校教育の質的転換―高校教育の質保証と共に、

その前提となる高校教育の質保障（本論では、高校教育の「質保証」は、高校教育の「質保障」

を前提とする。以下、同じ。）―が、一層重要性を増しつつある。

　さらに、近年、文部科学省委託事業「高等学校段階の学力を客観的に把握・活動できる新

たな仕組みに関する調査研究」の最終報告書（平成２２年９月）において「高大接続テスト（仮

称）」の構想が提示されたこと、また高校部会での審議内容と中教審答申 ｢ 新たな未来を築

くための大学教育の質的転換へ向けて ｣（平成２４年８月）を受けて、新たに「高大接続特

別部会」が設置されたこと等は、これまでの高校教育改革・高等教育改革・大学入学者選抜

制度改革が、高等教育の量的拡大・ユニバーサル化への対応という点では、不十分であった

ことを示すものと言える。今後は、そうした点を考慮したうえで、高校教育の「質保証」が
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検討されなければならない。

　そこで注目したいのは、高校部会（第１７回）の配布資料である「資料２　初等中等教育

分科会高等学校教育部会の審議の経過について（案）」において、「高校教育の質保証を進め

る上では、もとより、生徒の学習状況の評価だけでなく、その評価の結果を適切にフィード

バックしつつ、日々の指導の改善・充実を図り、教育の質を維持・向上させていくことが特

に重要である。」と言及されている点である（１）。確かに、そのとおりではあるが、しかし、

それを可能とする高校の学校組織・経営システムが、具体的にどうあるべきかについては示

されていない。そこで、本論では、高校教育の質保証に向けた高校の学校組織・経営システ

ムについて検討することを目的としている。

　さて、高校の学校組織・経営システムについて考えるに当たっては、（佐古秀一２００７）

で指摘されているとおり、規制改革や分権化等の制度理念と、国の財政状況の悪化という現

実的な条件を背景として、１９９０年代から顕在化してきた学校経営改革の方針・内容が重

要になる。佐古は、その改革の特徴を、「学校の組織内部における構造化の推進、すなわち、

組織の垂直的統合の強化」と「いわゆる経営サイクル（Ｐ－Ｄ－Ｃ－Ａ）に準拠した学校経営、

人事管理の確立やそのための手法の導入に示されるように、学校経営における計画化と効率

化の強化」として捉えている。さらに、佐古は、そうした学校組織・経営システムの在り方

について、「学校の垂直的統合によって教員の裁量性を制約し、それによって課業の単純化

を達成するとともに、教育活動の組織化（個別分散の回避）を実現しようとする組織状況」

として、「統制化」による組織化と表現し、それに対して、「裁量性を保持する教員が相補的

な相互作用を通して、学校の教育の事実と課題を生成し共有化を図っていく組織状況」、つ

まり、「協働化」による組織化を提示する。ただし、この「協働化」による組織化ついては、「組

織構造においては学校教育に関する決定権限の分散（共有、分散的リーダーシップ）、組織

過程においては相補的な相互作用の優位性、組織文化においては同僚性などを主たる特徴と

すると考えられる。」等の理念として（本人の言葉では「仮説的に」）示されている（２）。

　本論は、こうした佐古の見解を踏まえたものであるが（３）、静岡県の全日制・普通科を設置

する公立高校（４）の校長・教務主任・進路指導主事（敬称略。以下、「校長等の教職員」と略）

を対象にした質問紙調査を実施し、その回答結果の統計分析により、どのような高校の学校

組織・経営システムの在り方が望ましいかを、委員会の設置、会議の実施の有無という観点

から検討し（５）、２つの具体的なモデルを提示する。この点において、本研究は意義のあるも

のと考える。
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　なお、今回の調査は、平成２４（２０１２）年９月末から１０月にかけて実施された。調

査対象は、静岡県の全日制・普通科を設置する公立高校、計６８校（県立６５校、市立３校。

なお、県立高校については、分校１校を含む。）である。その内訳は、全て累計で、全日制

普通科のみ設置する高校が計３１校（県立３０校・市立１校）、定時制課程併設校が計１４

校（県立１３校・市立１校）、専門学科併設校が計２７校（県立２６校・市立１校）、単位制

高校が計３校（県立３校）、中高一貫教育校が計３校（県立２校・市立１校）である（６）。校

長等の教職員宛に、依頼文書計３通（筆者の指導教員である京都大学大学院教育学研究科の

高見茂教授、筆者の所属校である静岡県立湖西高等学校の伊藤文啓校長及び筆者それぞれの

名前によるもの）、質問紙、返信用封筒各１部ずつを送付した。質問紙の回収状況は、校長

については、全６８校中５６校から回答が返送された（回収率８２．４％）。また、教務主任

については、６８校中６０校から回答が返送された（回収率８８．２％）。進路指導主事につ

いては、６８校中５３校から回答が返送された（回収率７７．９％）。回答者の属性については、

記述を省略する。また、本論における統計分析（記述統計、主成分分析、重回帰分析）は、

エクセル統計２０１２を使用している。

　

第２節　高校教育の質保証に向けた高校の学校組織と経営システムについての考察

　本節では、校長等の教職員を対象とする質問紙調査の回答結果について、統計分析を行い、

その結果に基づいて、高校教育の質保証に向けた高校の学校組織と経営システムの具体的な

在り方として、２つのモデルを提示する。

　分析の手続きとして、最初に、高校部会での審議内容・配付資料や（露口健司２００８）

等を参考にして、各高校における高校教育の質保証に係る取組みを把握するために、２３の

質問項目を設定した（表１を参照のこと。）。次に、質問紙調査において、２３の質問項目の

全てに回答している教務主任・５７校、進路指導主事・５４校を選び出した。その後、５件

法での回答を、数量データとみなして、「１．当てはまる」に５０点、「２．どちらかといえば、

当てはまる」に４０点、「３．どちらともいえない」に３０点、「４．どちらかといえば、当

てはまらない」に２０点、「５．当てはまらない」に１０点を配点した（７）。

　さらに、各高校における高校教育の質保証に係る取組みの状況を表す総合的な指標を作成

するため、教務主任・５７校、進路指導主事・５４校について、それぞれ主成分分析を行った。

そして、第１主成分のスコア（以下、「スコア」と略）を、高校における高校教育の質保証

に係る取組みの状況（自己評価の結果）を表す総合的な指標として用いることにした。そこで、
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表２だが、これは第１主成分の主成分負荷量を示したものである（８）。主成分負荷量の値は、

主成分と、もとの変数（項目）との相関係数となる。また、各主成分の解釈（各主成分が何

を表しているかの意味付け）にも用いられる。

　この表２の内容については、改めて言及することになるが、ここでは全ての変数（項目）

の主成分負荷量が正の値を示しており、第１主成分のスコアを、各高校における高校教育の

質保証に係る取組みの状況を総合（集約）したものと解釈することは妥当と考える。なお、

第１主成分の第１主成分の累積寄与率は、教務主任・５７校（３１．３％）、進路指導主事・

５４校（４２．８％）である。また、α 係数は、教務主任・５７校（.881）、進路指導主事・

５４校（.934）となった。

　続けて、高校教育の質保証のための高校の学校組織・経営システムの在り方を検討するう

えで重要と思われる９つの項目を設定した（表３を参照のこと。）（９）。そして、これらの項

目について、校長・５１校分の回答結果を集計した（10）。その際に、各項目に該当する場合は

「１」、該当しない場合は「０」とダミー変数を用いた。この校長・５１校のデータと先程の

教務主任・５７校、進路指導主事・５４校のスコアのデータを照合し、教務主任／校長のデー

タの組み合わせで計５１校、進路指導主事／校長のデータの組み合わせで計４２校のクロス

集計表を作成した。

　最後に、スコアを目的変数、表３の９つの検討項目に関するデータ（校長の回答結果の集計）

を説明変数として、重回帰分析を行った。なお、今回は、教務主任５７校、進路指導主事・

５４校のスコアに基づき、上位群・中位群・下位群の３段階に区分したうえで、それぞれの

上位群に該当する高校を分析の対象とした（11）。結果は、表４―①及び表４―②のとおりであ

る（12）。なお、表５―①と表５―②は、それぞれ表４―①と表４―②と関連し、説明変数相互

の相関を示したものである。

　さて、まず、表４―①だが、これは教務主任／校長の上位群（２１校）のデータの重回帰

分析の結果である。スコアを予測する回帰式の精度は、Ｒ２乗 .825（修正Ｒ２乗 .681）、回

帰式の有意性（分散分析）は、１％水準で有意（p ＝ .004）となった。さらに、説明変数を

見ると、「Ａ　企画検討委員会の設置」及び「Ｈ　学校経営計画の検討会（評価）の複数回

実施」の偏回帰係数が正の値となり、かつ統計学的に有意となった。これらは、スコアに正

の影響を持つものである。一方、同じく説明変数である「Ｃ　学年ごとの成績検討会の実施」、

「Ｇ　キャリア教育・職業教育に係る委員会の設置」、「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複

数回実施」の偏回帰係数は負の値となり、かつ統計学的に有意となった。これらは、スコア
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に負の影響を持つものである。その他の項目（説明変数）の偏回帰係数は、統計学的に有意

とはならなかったため、スコアに対する影響力を認めることはできない。

　そこで、スコアに正の影響力を持つ説明変数を先に取り上げて、その解釈を行い、負の影

響力を持つ説明変数は、後で改めて解釈を行うことにする。

　まず、最も重要となるのは、「Ａ　企画検討委員会の設置」である。表４―①を見ると、

Ｆ値の数値が説明変数の中では最大であり、スコアに対して最も大きな影響力を持つことに

なる。

　そもそも静岡県では、公立学校に審議機関としての機能を持つ「学校運営委員会」を設置

することが定められているが（13）、それとは別に、あえて「企画検討委員会」を設置すること

には、２つの目的が考えられる。一つには、校長が強いリーダーシップを発揮する場合、ど

うしてもトップ・ダウン型の学校経営に陥りやすいというリスクがあるため、分掌や学年の

主任等が自分の意見を自由に述べることができる場として、委員会を設けていることが推定

される。つまり、高校の学校組織・経営システムにおけるミドル・アップ・ダウンの機能の

向上を委員会が担い、ひいては、校長のリーダーシップの強化につながる。二つめには、学

校の中長期的なビジョンの検討や学校全体の学力向上を目的とする計画の作成に携わる等、

チームによるリーダーシップ機能を果たすことを意図していることが考えられる（14）。この場

合は、委員会が校長のリーダーシップ機能を代行することになる。

　次に「Ｈ　学校経営計画の検討会（評価）の複数回実施」に着目すると、Ｆ値の数値が説

明変数の中では４番目に大きく、スコアに対して、かなりの影響力を持つことが分かる。つ

まり、学校経営計画の実施状況の検証（評価）を、年間を通じて複数回、例えば、学期ごと

に実施することで、学校経営のＰＤＣＡサイクルを強化し、絶えず学校のビジョン（全体計画）

の方向性の正しさと成果を確認し、必要に応じて修正することが、スコアの向上につながる。

　以上のことを踏まえ、「Ａ　企画検討委員会の設置」と「Ｈ　学校経営計画の検討会（評価）

の複数回実施」を組み合わせたものを、高校の学校組織・経営システムのモデル①とする。

このモデル①は、学校のリーダーシップ機能を強化し、教職員の協働・連携を図るモデルと

考えることができる。つまり、（佐古秀一２００７）における「統制化」による組織化に該

当するモデルと言える。

　続けて、表４―②は、進路指導主事／校長の上位群（１８校）のデータの重回帰分析の結

果である。スコアを予測する回帰式の精度は、Ｒ２乗 .871（修正Ｒ２乗 .726）、回帰式の有

意性（分散分析）は、１％水準で有意（ｐ＝ .001）となった。さらに、説明変数では、「Ｃ　
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学年ごとの成績検討会の実施」、「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複数回実施」の偏回帰係

数が正の値となり、かつ統計学的に有意となった。これらは、スコアに正の影響力を持つも

のである。一方、「Ｆ　進路指導に関する合同・拡大会議の開催」、「Ｈ　学校経営計画の検

討会（評価）の複数回実施」の偏回帰係数は負の値となり、統計学的にも有意となった。こ

れらはスコアに負の影響力を持つものである。その他の説明変数の偏回帰係数は、統計学的

に有意とはならなかったため、スコアに対する影響力を認めることはできない。

　そこで、表４―②についても、先にスコアに正の影響力を持つ説明変数の解釈を行い、ス

コアに負の影響力を持つ説明変数は、後で改めて取り扱うことにする。

　まず、最も重要となるのは、「Ｃ　学年ごとの成績検討会の実施」（以下、「成績検討会」

と略）である。表４―②を見ると、Ｆ値の数値が説明変数の中では最大で、スコアに対して

最も大きな影響力を持つことになる。そもそも「成績検討会」は、学期末・年度末に行う成

績会議、あるいは、主として３年生を対象とした進学・就職のための推薦会議、外部模試の

成績の分析会等とは、目的が異なることに注意したい。つまり、学期末・年度末の成績会議

等は、生徒の「評価」が中心となるが、「成績検討会」は、個々の生徒の現状の把握と整理

が主となる。具体的には、各学年の主任、クラスの担任・副担任及び教科・科目の指導に携

わる全ての教職員が「成績検討会」に参加したうえで、生徒一人一人の情報あるいは学校の

教育活動の成果・課題等を教職員間で共有し、日々の授業等の学習指導・生徒指導にフィー

ドバックさせると共に、特に気になる生徒については、個別にサポートを行う。従って、こ

の「成績検討会」は、中間テストの直後等、１・２学期の半ばに実施されることが多く、対

象となる生徒も１年生・２年生がとりわけ重要となる。

　次に、「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複数回実施」に着目すると、Ｆ値の数値が説明

変数の中では２番目に大きく、スコアに対して、強い影響力を持つと認められる。つまり、

生徒・保護者等を対象にしたアンケート（アセスメント）の結果や保護者の代表、学校評議

員あるいは地域の中学校の教職員との話し合いの内容等を、学校経営に積極的に反映させる

ことがスコアの向上につながる。

　そこで、「Ｃ　学年ごとの成績検討会の実施」と「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複数

回実施」を組み合わせたものを、高校の学校組織・経営システムのモデル②とする。このモ

デル②は、生徒の学習状況等に対するアセスメントを重視し、生徒一人一人に関する情報を

教職員が話し合いにより共有することで、教職員の協働・連携を図る学校組織・経営システ

ムである。また、高校教育に対する保護者や地域のニーズに迅速にかつきめ細かく対応し、
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保護者・地域との協働・連携を図る場合にも適したモデルである。（佐古・曽余田・武井

２０１１）では、「協働化」による組織化の在り方として、「教育活動の良循環サイクル　Ｒ

－Ｐ－Ｄ－Ｓ　（「Ｒ」は、Research の略。すなわち、児童生徒の現状に関する整理・確認を

意味する。）」を基軸に設定した学校の組織マネジメントの全体的デザインを、佐古が構想し

ているが、それに該当するモデルと言えよう。

　さて、続けて、スコアに負の影響力を持つ説明変数（統計学的に有意となったもの）の解

釈を行う。

　まず、表４―①と表４－②を改めて見てみると、スコアに負の影響力を持つ説明変数には、

目的変数との単相関と偏相関が共に負の値であるものと、目的変数との単相関は正の値だが、

偏相関は負の値となるもの（統計学の用語では「抑制変数」とされる。）がある。表４－②

の「Ｈ　学校経営計画の検討会（評価）の複数回実施」は、後者（抑制変数）に当てはまる

のだが、これについては他の変数の影響を考慮する必要がある。つまり、表５―②からは、「Ｈ　

学校経営計画の検討会（評価）の複数回実施」は、スコアに対して強い正の影響を及ぼす「Ｃ　

学年ごとの成績検討会の実施」及び「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複数回実施」と正の

相関関係にあることが見て取れることから、例えば、学校現場では、学校経営計画の実施状

況の検証（検討会・評価）を行う場合に、「成績検討会」や「学校評価」を積極的に活用し

ていること等が推定され、こうした変数相互の関係性が、スコアと「Ｈ　学校経営計画の検

討会（評価）の複数回実施」との単相関の値（目的変数と説明変数との単相関の値が正の値

となること）に反映していると考えることができる。

　しかし、目的変数との偏相関が負の値になるということは、他の説明変数の影響を除いた

（あるいは、他の説明変数を一定にした）場合に、その説明変数が目的変数に対して負の影

響力を持つということを意味する。こうした場合には、目的変数と説明変数との関係を改め

て検討する必要がある。

　そこで、再び表２に戻るが、そもそも主成分のスコアと各変数の主成分負荷量の値との間

に相関関係があるため、モデル①（回帰式）において、高いスコアとなる場合は、表２の「項

目１」の上位に位置する項目（変数）である「教育課程②」、「授業・評価④」等のスコアが

高いことを意味する。つまり、先述したとおり、モデル①は「統制化」による組織化に該当

するが、学校全体のカリキュラム運営・評価方法等に研究的に取り組み、それを教職員間で

共有化すること、あるいは、高校３年間の教育活動における、生徒の学習の到達目標や生徒

が身につけるべき能力・資質・態度等について、その教科・科目を担当する教員の間での共
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通理解を促すこと等、学校経営の方針を示し、学校全体（教職員全員）を主導していく場合に、

つまり、学校の「垂直的統合」を図る場合に、強みを発揮するモデルであることが改めて確

認できる。一方、モデル②は、学校（教職員）全体を垂直的に統合するという点に関しては、

モデル①と比べて、弱いと考えることができる。

　しかし、モデル①とモデル②の相違点を考えるうえで特に注目すべき点は、表２において、

太字・ゴシック体で示した項目である。つまり、「項目２」と比べて、「項目１」では、生徒

の学習指導に係る「授業・評価①」及び「授業・評価②」、あるいは保護者・地域住民に係

る「経営計画⑦」、「キャリア④」、「学校全体⑤」の主成分負荷量の値が著しく低いことが指

摘できる。

　これらの点を踏まえて、総合的に判断するならば、『表４―①（モデル①）において、説

明変数である「Ｃ　学年ごとの成績検討会の実施」、「Ｇ　キャリア教育・職業教育に係る委

員会の設置」、「Ｉ　学校評価の検討会（評価）の複数回実施」は、目的変数（スコア）に対

して負の影響力を持つ。』が意味することは、第１に、生徒の学習状況等に関する情報を「成

績検討会」を通じて教職員が共有し、教育活動の協働・連携を図ることにより、学校組織・

経営システムのボトム・アップ機能を向上させることが、第２に、キャリア教育・職業教育

に係る教育活動を通じて、あるいは学校評価等の実施等により、生徒の現状や保護者・地域

住民のニーズを教職員が把握し、それに応じて、教育活動・学校経営を行うことが、学校を

垂直的に統合する力を弱め、結果的にスコアの低下につながる、ということであろう。

　一方、『表４―②（モデル②）において、「Ｆ　進路指導に関する合同・拡大会議の実施」

及び「Ｈ　学校経営計画の検討会（評価）の複数回実施」がスコアに対して負の影響力を持つ。』

については、表４―①（モデル①）の場合とは対照的に、学校のリーダーシップ機能の強化、

つまり、学校の垂直的統合の強化が、モデル②の特長を抑制すること、―例えば、各学年の

生徒の学習状況や成績について、その学年に係る全ての教員の間での共通理解を図ることに

より、各教科・科目を担当する教員の間で新しい授業方法や授業実践に関する話し合いが活

性化することを抑制する、あるいは、生徒の現状や保護者・地域住民のニーズよりも、教職

員の意向がより強く学校経営に反映される等―につながり、結果的に、スコアが低下するこ

とを示すと理解すべきだろう。

　従って、生徒の現状に対する適切なアセスメント及び評価の実施と結果のフィードバック

（授業方法・教育実践の改善等）を図る場合、あるいは、保護者・地域住民のニーズに迅速

に応じ、保護者・地域住民との協働・連携を図る場合には、モデル①よりもモデル②の方が
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適していると言えよう。

第３節　まとめと全体の考察

　本論は、高校教育の質保証に向けた高校の学校組織・経営システムについて、主として委

員会及び会議の機能に着目し、校長等の教職員を対象とした質問紙調査の回答結果の統計分

析に基づいて、２つのモデルを提示した。（佐古秀一２００７）における「統制化」と「協

働化」の２つの組織類型を踏まえれば、モデル①は、学校組織・経営システムにおけるリーダー

シップ機能を強化し、学校の垂直的統合により、教職員の協働・連携を図るタイプであり、「統

制化」による組織化に該当するモデルである。一方、モデル②は、生徒・保護者・地域住民

に対するアセスメント（特に生徒一人一人の学習状況等の把握・整理）を重視し、それに基

づいて、教職員の協働・連携を図るタイプであり、「協働化」による組織化に該当するモデ

ルである。この２つが高校教育の質保証に向けた高校の学校組織・経営システムの基本型と

言える。さらに、高校教育の質保証という観点から高校の学校組織・経営システムを考えた

場合、生徒の現状や保護者・地域住民のニーズを適切に把握し、対応できるという点では、

モデル①よりもモデル②が有効であると言える。

　また、委員会の設置・会議の実施により、高校の学校組織・経営システムにおけるリーダー

シップ機能・マネジメント機能等が向上（低下）することを確認した。具体的には、「成績

検討会」や「学校評価」の複数回の実施等により、生徒・保護者・地域のニーズを把握し、

それに応じて学校経営を行うことは、「統制化」による組織化（学校組織・経営システムに

おける垂直的統合）を弱めることが分かった。この点については、高校の学校組織・経営シ

ステムの在り方を考えるうえではもちろんのこと、個別の学校における「ガバナンス」の問題、

すなわち、近年の学校・教職員と地域との関係に係る諸制度改革の課題への対応を検討する

上でも、重要な示唆を与えると思われる（15）。

　つまり、モデル①については、「成績検討会」を実施する代わりに、学校全体のアセスメ

ント機能（生徒に関する情報の収集・分析、学校評価の実施・分析）を、企画検討委員会に

集約する等の対応策が考えられる。さらに、この企画検討委員会を、一般の教職員を加えず

に管理職や主幹教諭等だけで構成するならば、学校組織・経営システムとして、一層トップ・

ダウン型の傾向が強まる（16）。しかし、（浜田博文２０１２）において、浜田は、学校のステー

クホルダーと位置づけられるアクターが広範化・多様化する中で、学校に対する「説明責任」

の要請は、学校（校長）の関心を「地域・保護者対策」へと向かわせかねないと指摘している。
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この指摘を踏まえるならば、学校組織・経営システムのトップ・ダウン型の傾向が強まるほど、

そうした浜田が指摘する状況に陥りやすいのではないかと、今回の統計分析の結果から危惧

される。

　なお、学校現場では、こうした委員会や会議の機能の特長を十分に考慮したうえで、「チー

ムリーダーシップ（team　leadership）」あるいは「分散型リーダーシップ」の思考に基づく

学校組織・経営システムのモデルをデザインすることが重要だが、その際には、筆者自身は、

校長のリーダーシップの在り方も考慮すべきであると考えている。今回の質問紙調査では、

（小島・淵上・露口２０１１）等の先行研究を踏まえて、「教育的リーダーシップ・アプローチ」、

「変革的リーダーシップ・アプローチ」、「エンパワーメント・アプローチ」の３つのアプロー

チにより、校長のリーダーシップを測定し、高校の学校組織・経営システムの在り方との関

連性を検討する予定であったが、諸事情により実施できなかった。今後の課題としたい。

註

（１）　文部科学省・高等学校教育部会（第１７回）配布資料「資料２　初等中等教育分科会
高等学校教育部会の審議の経過について（案）」最終確認２０１３／２／１１

（２）　（佐古・曽余田・武井２０１１）の第７章は、（佐古秀一２００７）に加筆・修正を加
えたものである。続く第８章では、「協働化」等の学校組織の在り方が、より詳細に定義
され、第９章は、その事例研究となっている。

（３）　補足となるが、（小島・淵上・露口２０１０）の第６章において、露口は、｢ リーダー
シップ機能 ｣ に対するアプローチとして、「学校組織を複数のチームの複合体として捉え
るアプローチ」に言及し、このアプローチの対象となる学校組織は、「たとえば、トップ
マネジメントチーム（企画委員会等）と複数の実践チーム（学年チーム等）の連動性に着
目し、双方をミドルリーダー（学年主任等）が結合するといった組織モデルである。」と
説明したうえで、こうした「組織モデル」は、「チームリーダーシップ（team　
leadership）」、「分散型リーダーシップ」の思考と非常に親和的であるとの見解を示してい
る。本論は、こうした露口の見解を踏まえる。

（４）　今回、全日制・普通科高校を調査対象にした理由は、文部科学省　高等学校教育部会（第
１１回）配付資料「課題の整理と検討の視点」において、とりわけ普通科高校での教育活
動の在り方が課題として指摘されていることを踏まえている。最終確認２０１２／１２／
１４

（５）　学校の組織運営の在り方については、中教審の初等中等教育分科会の教育行財政部会
に設定された「学校の組織運営に関する作業部会」が、平成１６（２００６）年に出した「学
校の組織運営の在り方について（作業部会の審議のまとめ）」において、教職員の多忙感
を解消し、組織的で効率的な学校運営が行われるよう、スクラップ・アンド・ビルドの考
え方を踏まえ、校務分掌（特に委員会）の整理合理化や会議のスリム化といった校内組織
の見直しを行う必要があるとしている。本論は、これらの提言を前提にしている。最終確
認２０１３／２／４

（６）　学校数は累計のため、専門学科併設校と定時制課程設置校及び単位制高校は、一部重
複する。
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（７）　今回は、各高校の「合計点」の一覧は記載しない。目安として、「合計点」の平均点
を述べると、教務主任・５７校が７７７．２点、進路指導主事・５４校が７３４．１点となっ
た。　

（８）　今回は、各高校の主成分分析（第１主成分）のスコアの一覧は記載しない。
（９）　校長に対する質問項目については、筆者の指導教員である京都大学大学院教育学研究

科の髙見茂教授の助言を受けて、高校教育の質保証に係る先進的な取組みを行っている高
校として、大阪府立高槻北高等学校（校長・長井勘治）と京都市立堀川高等学校（副校長・
古池強志）に対するヒアリング調査を行い、両校の学校組織・経営システムの在り方と、
質問紙調査の回答結果とを比較検討することを基本方針として作成した。なお、高槻北高
校の校長・長井勘治先生は、関西教育行政学会の会員であり、御自身も学会で研究発表を
なされる等、御活躍をされている方である。また、高槻北高校は、「中堅進学校」として
位置づけられるが、校長・長井勘治先生には、「進路多様校」の校長としての経験も踏ま
えて、お話を伺った。

（10）　今回は、校長の回答結果の集計表は記載しない。
（11）　最初は、全校のデータに基づき重回帰分析を行ったが、うまくいかなかった。学校教

育の組織化が進む高校とそうではない高校とでは、回帰直線の線形が異なることが予想さ
れたため、スコアの上位群と上位群以外に分けて、分析を行った。　

（12）　ここで表４―①及び表４―②の基本的な見方を確認しておく。標準偏回帰係数の有意
性は、ｐ値で判断する。従って、ｐ値に「＊＊（１％有意水準）」あるいは「＊（５％有
意水準）」が付いている説明変数が統計学的に有意となる。また、説明変数の目的変数（被
説明変数）への影響力の大きさは、Ｆ値や標準偏回帰係数（絶対値）の大小で判断する。
今回は、全てＦ値の数値に基づいて、スコアに対する影響力の大きさを判断している。

（13）　「静岡県立学校処務規程」の第１０条３項には「校務分掌組織及び所掌事務は、おお
むね別表第２のとおりとする。」とあり、「別表第２」の委員会の欄には、「学校運営委員会、
課長会、学年主任会、学科主任会、教科主任会、防災管理委員会、学校保健委員会、安全
衛生委員会、その他校長が必要と認める委員会」が記載されている。

（14）　（小島・淵上・露口２０１０）の第１章において、小島は、｢ リーダーシップ機能は、
実現するためのビジョンと方針を構想し、それについて成員の理解と納得を得て、個人の
中に参加意欲と協働意欲を喚起し、それに基づいて協働関係を打ち立て、個人と組織の中
に変化をつくる働きである。他方、マネジメント機能は、ビジョンと戦略に基づいて、そ
の実行計画を編成して、それが成員各人や部署で確実に実行されるように、また確実に実
行されているかを監督・点検、指導することにより、予定した計画を確実に実現すること
である。｣ と述べている。本論では、この小島の定義を用いる。

（15）　（浜田博文２０１２）を参照のこと。
（16）　静岡県は、高校に「主幹教諭」を置いていない。ここでは、高校に「主幹教諭」を設

置している都道府県等を想定している。各都道府県の「学校評価制度」の在り方については、
（福島尚子２０１０）を参照のこと。
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An Emprical Study of the Organization and Management of 
Public School in Shizoka

NAKAMURA, Toshihiko

　The purpose of this study is to explicate the influences of differences of 
school organization on teachers’ educational activities using statistical analysis 
of questionnaires survey to Principals and shunin（senior staff member）of 
public high school in Shizuoka. In this study, two aspects of school 
organization were set. There are teachers’ collegiality tendency （‘collegiality 
tendency’） and managerial control tendency （‘control tendency’）. In this 
study, especially, it is aimed to reveal the effects of collegiality tendency and 
control tendency.
　Main results were the following.

（１）In the case which the regular assessment for learning by the grade 
team with teachers in the charge of subjects and the regular school-based 
evaluation is introduced into school, collegiality tendency became stronger. 
In the case which　 doing at the top management group planning and 
result management, control tendency became stronger. 

（２）The effects of improvement of learning and career education in high 
school was larger in collegiality tendency than in control tendency.
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表1 各高校における高校教育の「質保劃に係る聯島みの状況を掛置するための質問項目

(1）学校経営計画

① 目指すべき学校のピジョンを全ての教職員が共有しており、内容を関われれば、答えることができる。

②学校経営計画の内容を全ての教職員が覚えている。

③学校経営軒画の実現に向けて、学年部ヰ合掌内あるい出学年部制泊朝において、教職員瑚翫なく、

積極的に話し合いを行えるような雰囲気がある。

④保護者が学校通信の配布等を通じて、学校経由十画の内容について離れている。

⑤学椀臓の地域住民が、学棟割言の配布等を通じて、学校経営計画の内容について珊草している。

⑥教職員が、学校経営計画と日々 の教科・科目等の教育活動とを関連づけ、その目標の達成に努めている。

⑦保護者や地域住民の意見を学校経営計画に積極号に取り入れている。

(2）教育課程

τ盃語主が生徒の実態に合っている。
②学校全体のカリキュラム運営・評価方法等に研究的に取り組み、それを教員問で共有イじすることに積極

的である。

③学校全体のカリキュラムを鞘面し、その崎県を活かして、学校の教育活動の改善に取り組んでいる。

(3）授業・学習評価

①新しし噌蟻方？去や授業実践傭艶彩盟・対話型の授業、グループワー夕、 ICTの活用輸について、

その教科・科目を担当する教員の聞で積醐号に話し合い、授業の改善に意欲的に取り組んでいる。

②生徒を多面的に開国するために、授業等の学習活動の新岡の観点ヰ骨防法占こついて、その教科・科目

を担当する教員の聞で積極的に話し合い、改善犯意欲的に取り組んでいる。

③各学年の生徒の学習状況や成績について、その学年に係る全ての教員（学年主任、各クラスの正面l担任、

教科・科目の担当者）の聞で、共通理解ができている。

④ 3年間の教育活動における、生徒の学習の到達目標や生徒が身につけるべき能力・資質・強度等につい

て、その教科・科目を担当する教員の聞で共通理解ができている。

(4）キャリア教育

①キャリア教育の目的・目標について、全ての教員の聞に共通理解があり、日々の授業実践と関連づけて

取り組んでいる。

②教科・科目時操等で得た知識・技能を、生徒が実際日こ自分の生活の中で生きた知識に変えていくこと

に対して、全ての教員が強い関心を持っている。

③学校全体のキャリア教育の実硲比況について、教科科目の授業等で培った能力・資質・態度が他の授業

時間時金活の中で活かされているかどう均九不足陪無いかどうかという視点から評価を行っているロ

④職業人ペヰ主会人として、掌ぶことに対する意欲や自衛枕生活を送ることができること等が強く求めら

れていることを、生徒・保護者が理解している。

(5) 学校全体の醐み

①新しし可愛業方法ヰ授業実践舗纏顕努盟・対話型の授業、グノLープワー夕、 ICTの活用輸について、

学校全体で、積極動に話し合い、授業の改善に意欲的に取り組んでいる。

②生徒を多面的に開面するために、授業等における学習活動の制面の観点ヰ開置方法iについて、学校全体

で、積働告に話し合い、その改善に意欲的に取り組んでいる。

③ 3年間の教育活動における、生徒の学習の到達目標ヰ性殺が身につけるべき能力・資質・態度等につい

て、学校全体での共遥理解ができており、それに基づいて、生徒の学習至撞度等の開匝・確認・検討を

行っているロ

④生徒の学ぶ意欲を高め、生徒時開欄以外にも自主的に学習に取り組む時聞が増えるような聯Eみを

している。

⑤学校の教育活動に対する保護者の理解を深めること、教育活動の当事者としての保護者の自覚を高める

こと、保護者が教育活動に積極的に関与することを重要な課題としている。
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表2 主成分分析の結呆（第1主成分の主成分負荷量

教務主任／校長・ 57校 進路指導主事／校長・ 54校

項目 1 主成分負荷量 項目 2 主成分負荷量

教育課程② 766 学校全体② .823 

授業・評価④ 744 学校全体③ . 813 

教育課糧③ 744 学校全体① . 799 

学校全体③ . 735 授業・評価② . 758 

学校全体② . 723 経営計画⑥ . 751 

経営計画② . 712 授業・評価① . 741 

キャリア② . 676 授業・評価③ . 732 

キャリア③ . 651 教育課程③ . 730 

経営計画⑥ . 614 経営許函① . 721 

経営計画③ . 611 授業・評価④ . 710 

授業・評価② . 583 キャリア② . 691 

学校全体① . 581 キャリア① .680 

経営計画① . 578 経営計画③ . 674 

キャリア① . 518 経営計画② .640 

授業・評価③ .487 経営計画⑦ .629 

授業評価① .476 経営計画⑤ . 591 

経営計画⑤ .462 教育課程② .569 

経営計画④ .433 学校全体⑤ .539 

キャリア⑥ . 210 キャリア③ .538 

経営計画② ー筑渇 キャリア④ .5初

学校全体④ . 177 経営計画④ .415 

学校全体⑤ . 140 学校全体④ .332 

教育課程① . 136 教育課程① . 252 

表3 高校教育の貸保証に向けた学校組織と経営システムに衡する欄サ項目

A 企直験討委員会の設置

「企直検討委員会jとは管理職L学年圭任、分掌主任・主事、教科主任やその他ρ教職員等曲家加

して、学校経営全般1こ係る事柄を自由に話し合う会議・委員会等のこと。名称は異なってもかまわな

川ただし、静岡県の公立高続Iな画常設置されている「学校運営委員会」は除く。

B 教育軍事懇検討委員会の設置

「教育課程検討委員会」とは、学校全体の教育課程（カリキュラムJの検討・評価・見直し・運営等

を主として行う会議・委員会等のこと。ただし、 l'?Z年度以降の教育課程耐平成を目的とした委員会等

は除く。

C 学年ごとの成績検整揺量の実施

「成績検討会」とf'i.,定期テストヰ模試の結果等を踏まえ、学年部の教員だけでなく、各教科・科目

の担当者が全員参加し、各学年の生徒全員の授業キ争習の状況ーテストの成績等について情報突換を

行可たうえで、今後の対舵策等を検討する会議のこと。

D 生徒指導会議の出席新学専粗当者？

｜生僻に酎る舗に、各幹の生儲導担当者時に出席し吋。

E 生徒指導会議の出席章氏学年主的

｜生僻に酎る舗に 1年～3年の時間期こ出席し吋。

F 進路指導に関する合同・拡大会議の実施

重要な進路指導に係る案件については、進路指導主事特銀融以外の教員を加えた合f同・拡大会議を行

っているロ例えば、管理職ヰ教務課等の分掌に所属オる教員あるいは1～3年の学年圭任地効日わり実施

している毎日ただい静岡県の公立高校I~常設置されている「学校運営委員会」や3年生を対象にし

1出歯洛検酎会等は除くロ

G キャリア教育・職業教育に係る委員会の設置

｜キャリア教育・聯T轄を主に担当する委員会を摘している。

H 学校経営計画の欄強側面の複数回実施

｜学櫨断面の難問につ円、欄会〈細を各年度内に複数回、行っていゑ

I 学校評価（自己開田の検討会解価の複数回実施

｜学問（自己冊の欄会柵時間Z轍断州、私
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表4 ①教誘圭佳／校長（上位群・ 21初 表5ー① 教軍事主任／校長 L上位群・ 21紛のデータの重回帰分析における説明変数の相関

説明変数
標準

F イ直 p fi直
自画慢を数と 目的~数と

偏回帰係数 の単相関 の冊目関
A B C D E F G H I 

A 企画検樹委員会 1. 319 29. 513 .000 輯 .352 .854 
A 企直樹サ委員会

B 教育課程検討委員会 .000 . 000 .999 -.232 .000 
B 教育部種梯中委員会 「曲1

C 学年ごとの成績検量陰t ．日抱 14. 641 .003 肺 -.387 • 756 
C 学年ごとの属議謝貴詐陰 043 . l冊

D 生徒指導会識の出席者（学年担当者） . 167 1. 105 . 316 .400 . 302 
D 生誕卦畢畢会識の出席者（学年担当） 一二228 .0田 .141 

E 生徒構聾会識の出席者（学年圭自白 .115 .438 . 522 -. 097 .196 
E 生徒指導会議の出席者（学者主的 411 .313 置淘 -0田

F 進路指導に関する合同・拡大会議 . 344 3. 978 . 071 -.158 • 515 
F 進路指導に関する合同・拡大会議 117 ．お2 却2 -1却 耳)9

G キャリア教育・珊餌場滑に係る委員会 .673 14. 572 .003 軸 -.196 • 755 
G キャリア教育・職業教育に係る委員会 . 331 .181 -.205 .200 .2田 一.340

H 学校経営割画の検島陰俳価 .853 10.443 ．倒)8 帥 .079 . 6!調B
H 学校艦営計画の検討会解価 一二型ヨ9 -.079 .224 。316 .079 ．佃7 「229

I学欄fiU)検融併面白 .809 9.076 .012 • .173 .672 
I 学校評価の検討会（評価 .428 一.362 .030 「曲5 .1羽 一.0岨 .015 .539 

R2乗＝.8250修正R2乗＝．飽1) n= 2 1 柿 p<.01、＊Pく 05

表5ー② 進路指導主事／校長（上位群・ 18扮のデータの重回帰分析における説明変数の
相関

表4 ② 進路指導主事／校長 L上位群・ 18栂
A B C D E F G H 

説明変数
標準

F イ直 P値
目的変数と 目的変数と

偏回帰係数 の単相闘 の樹目闘
A 企直欄サ委員会

A 企直検討委員会 .264 2. 226 174 -. 051 .467 
B 教育課程欄中委員会 2田

B 教育課程検討委員会 . 017 . 010 .924 -. 365 • 035 
C 学年ごとの成績検討会 ．αJO ．国4

C 学年ごとの成績検酎会 1. 081 25.お8 ．制)1 ** .149 .872 
D 生徒指導会議の出席者（学専粗当） ．担当8 .o：回 . 351 

D 生徒指導会誌の出席者（学年担当者） . 211 1.0邸 . 332 -.258 . 343 
E 生徒指導会議の出席者（学年主的 . 316 .1田 .125 175 

E 生徒指導会識の出席者（学年圭自由 . 251 2. 302 .168 -.122 .473 
F 進路様車に関する合同・拡大会議 .051 .3!訓6 ．晶4 .495 「曲1

F 進路指導に隣する合同・拡夫会蟻 ー.916 14.130 .006 韓 ー.2飽 ー.799 
G キャリア教育・職業教育に係る委員会 316 一.236 125 175 4ヨ8 一．田l

G キャリア教育・職業較育に係る委員会 .069 .110 . 748 . 420 . 117 
H 学校館営許画の検制会解価 -149 .0田 2部 124 αJO . 342 ーαJO

H 学校経蛍割画の検酎会解面白 .676 9.601 .015 * .010 • 739 
I 学校評価の検討会情面白 .149 ．町JO .236 -.124 ．αJO .114 .354 .5田

I 学校評価め検酎会信柵 1. 221 20. 720 ．例理 ＊＊ .397 .849 

R2乗＝.871修正R2乗＝.726) n=l 8 神 pく 01、＊Pく 05


